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令和８年度九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会 

持続可能な資源利用促進事業に係る啓発キャンペーン等実施業務委託 企画提案実施要領 

 

１ 事業名  

令和８年度九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会持続可能な資源利用促進事業に係

る啓発キャンペーン等実施業務委託 

 

２ 目的 

本事業は、首都圏をはじめ、日本国内のワンウェイプラスチック製品（使い捨てプラス

チック製品）、容器包装、食品廃棄物の減量化やリサイクルを促進するため、事業者の自

主的な発生抑制や減量化等の取組を支援するとともに、その取組を周知することで、持続

可能な資源利用への転換に向けた消費者の選択を促すことを目的とする。 

具体的には、ワンウェイプラスチック製品の製造、加工、卸売若しくは小売を生業とし

て行う事業者又はワンウェイプラスチック製品を利用する事業者が行う「チャレンジ省

資源宣言」（注）を推進し、宣言事業者と連携することで、広く住民に対し、プラスチッ

ク製品及び過剰な容器包装の削減に向けた事業者の取組を周知する。 

 

 （注）「チャレンジ省資源宣言」 

九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会が、ワンウェイプラスチック製品、容器包装、

食品廃棄物の発生抑制や減量化等について事業者が行う取組を応援し、住民への普及啓

発を行うことで持続可能な資源利用への転換を目指す事業。 

  

３ 委託業務の概要 

 (1) 委託業務名    令和８年度九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会持続可能な資

源利用促進事業に係る啓発キャンペーン等実施業務委託 

 (2) 委託業務内容  別紙業務説明資料のとおり 

 (3) 委託期間    契約締結日から令和９年２月 26日（金）まで 

 (4) 委託金額    １３，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む）

を上限とする。 

          なお、提案書提出時には参考見積書を提出するものとする。 

 (5) 支払方法    業務完了後一括払い 

 

４ 受注者の選定方法 

公募型プロポーザル形式で行う。 

 

５ 参加の条件 

本プロポーザルの提案資格を有する者は、次の項目の全てに該当する者とする。 

(1) 「参加意向申出書」を提出した時点で、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、

川崎市、千葉市、さいたま市及び相模原市のいずれかの入札参加資格を有しているこ

と。 

(2) 「参加意向申出書」を提出してから受託候補者の特定までの間において、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市及び相模原市から入

札参加停止・除外の措置を受けていない者。 

(3) 事業目的の達成及び事業計画の遂行に必要な組織、人員等を有していること。又はこ

れらを調達することができること。 

(4) 事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、資金等について十分な管理能力

を有していること。 

(5) 履行期間満了まで、発注者との連絡調整や打合せに迅速かつ適切に対応し、業務を履
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行できる者。 

(6) 銀行取引停止処分を受けていない者。 

(7) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に該当していない者。  

(8) 破産法（平成16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立てがなされていない

者。 

(9) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく再生手続き開始の申立て、又は民事再

生（平成11年法律第225号）に基づく再生手続きの申立てがなされている者でないこ

と。  

(10)宗教活動や政治活動を主たる目的としていない者。 

(11)ISO/IEC27001 情報セキュリティマネジメント認証またはプライバシーマークなど情

報管理に関する第三者認証資格を有していること。 

 

６ 応募書類等の交付 

(1) 交付方法 

「九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会」ウェブサイトからダウンロードすること。 

ＵＲＬ：https://www.re-square.jp/ 

(2) 交付期間 

令和８年６月４日（木）から６月 12 日（金）正午まで 
 

７ 本件に関する説明会 

本件に関する説明会は開催しない。本件の内容に関する質問がある場合については、「10 

質問及び回答」を参照すること。 

 

８ 本件への参加意思の表明 

本件に参加する事業者は、下記書類を期日までに提出すること。 

 (1) 提出書類 

参加意向申出書 １部 

誓約書     １部 

 (2)提出期間 

令和８年６月４日（木）から６月 12 日（金）正午まで（必着）  

 (3)提出方法 

  電子メールにてＰＤＦ形式の書類を提出すること。 

≪注意事項≫ 

・メール件名は下記のとおりとする。 

【参加意向申出書提出】令和８年度持続可能な資源利用促進事業に係る啓発キャンペ

ーン等実施業務委託 

  ・メール本文に、「商号又は名称」、「連絡担当者所属」、「連絡担当者氏名」、「電話番号」

を明記すること。 

  ・メール送信後、必ず電話により到達確認を行うこと。提出期限を過ぎた場合は受け付

けない。 

 

９ 提案資格確認結果の通知 

「５ 参加の条件」を満たすか確認のうえ、参加意向申出書を提出した全ての者に「提

案資格確認結果通知書」を電子メールにより通知する。 

(1) 通知日 

   令和８年６月 18 日（木）までに通知する。 

(2) その他 

提案資格を満たす者には、「プロポーザル関係書類提出要請書」を併せて送付する。 

https://www.re-square.jp/
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10 質問及び回答 

本件の内容に関して質問がある場合は、「質問書」を提出することにより質問を行うこ

とができる。なお、質問に際しては、以下の事項を遵守すること。 

(1) 受付期間 

令和８年６月 19 日（金）から６月 24 日（水）正午まで（必着） 

(2) 提出方法 

  電子メールにて Word 形式の質問書を提出すること。 

≪注意事項≫ 

・メール件名は下記のとおりとする。 

【質問書提出】令和７年度持続可能な資源利用促進事業に係る啓発キャンペーン等実

施業務委託 

  ・メール本文に、「商号又は名称」、「連絡担当者所属」、「連絡担当者氏名」、「電話番号」

を明記すること。 

  ・メール送信後、必ず電話により到達確認を行うこと。提出期限を過ぎた場合は受け付

けない。 

(3) 回答方法 

質問の内容及び回答は、令和８年６月 30 日（火）までに「九都県市首脳会議廃棄物

問題検討委員会」のウェブサイト（https://www.re-square.jp/）に掲載する。なお、

質問者の名称は非公開とする。質問事項の無い場合は、質問書の提出は不要である。 

 

11 企画提案書等の提出 

  提案書は【別紙】「提案書の提出について」に基づき、所定の様式等で作成すること。 

 (1) 提出書類 

ア 提案書 １部 

イ 提案書類１～４ ９セット（紙出力、１セットずつダブルクリップ留め） 

ウ データ １式（DVD-R などパソコンで見られる媒体に保存すること） 

(2) 提出期間 

令和８年６月 23 日（火）から７月７日（火）正午まで必着 

 (3) 提出方法 

持参、郵便、又は宅配便で送付資源循環推進課 

 

12 辞退届 

「参加意向申出書」提出後、又は「提案資格確認結果通知書」の受領後に辞退する場合

は「辞退届」を書面にて提出すること。 

 

13 事業担当（8～12 提出先） 

九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会 減量化・再資源化部会事務局 

（相模原市環境経済局環境部資源循環推進課） 

〒252-5277 神奈川県相模原市中央区中央 2丁目 11 番 15 号 

電話  042-769-8245 

E-MAIL 9tokenshi@city.sagamihara.kanagawa.jp 

 

14 委託先の選定及び委託契約の締結 

(1) 審査基準 

https://www.re-square.jp/
mailto:9tokenshi@city.sagamihara.kanagawa.jp
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    参加者が１者の場合でも審査を実施し、総合評価点が６割（60 点）以上に達しな

い場合、事業者を選定せず、再度選定を行う場合がある。 

 (2) 審査方法 

公募締め切り後、提案者からの提出書類により、審査を実施する。 

委託先は、「 (1) 審査基準」を基に企画提案書の内容、履行体制及び業務実績等を

総合的に判断して選定する。合計点数が最も高い者が２者以上あった場合は、１者に

なるまで以下の順に選定を行う。 

ア  評価項目のうち「総合判断」の合計点が最も高い者を第１位として選定する。 

イ  「総合判断」の合計点が同点だった場合、くじ引きで決定する。 

なお、全ての審査を終了し、採用企画案が決定するまでは、審査委員に提案者名を公

表しない。また、審査経過等に関する問合せには応じない。 

 (3) 審査結果の連絡 

     すべての提案者に対して「結果通知書」を電子メールにより通知する。 

    通知日 令和８年７月 22日（水）（予定） 

 (4) 契約の締結 

     審査結果の通知後、受注者と本事業に係る委託契約締結の手続きを行う。 

なお、諸般の事情により、企画書の内容について、締結前に一部変更を求めることが 

ある。 

 

15 その他 

(1) 著作権等 

ア 本事業にあたり、第三者の著作権その他の権利に抵触するものについては、受注者

の費用をもって処理すること。 

イ Ｗｅｂサイト、啓発ツールのデザイン、標語等は令和９年度以降も九都県市が利用

できる権利を有するものとする。 

 (2) 費用の負担 

    企画提案書作成に生じた経費等、応募に関する費用はすべて提案者の負担とする。 

 (3) 応募書類の取り扱い 

    提出された書類は、本事業に係る目的以外には使用しない。なお、提案者へ返却しな

い。 

 


